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用地取得事業特別会計

◆事業の構成（細事業）◆

会計 用地 款 1 管理費 項 1 管理費 目 1 一般管理費 事業 1

主管 財政課

対象 土地開発基金

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 5,196 5,286 90

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

職員駐車場用地の取得 1区画

（財）不動産売払収入（一般会計繰入金） 5,000 5,000

（財）土地開発基金利子 196 286 90

一般財源 0 0

事務事業名 一般管理事務

事業の概要

用地取得事業特別会計、一般会計、土地開発基金の間で負担精算を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

保有した土地の精算を進め、土地開発基金の復元を図る。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 年次精算分 5,000 5,000

2 土地開発基金利子の積み立て 196 286 90

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

【土地開発基金の状況】

増 減

基金現金 108,711 5,286 10,176 103,821 

土地分の増減に連動 5,000 10,176 

基金利子 286 

土地分(用地特会貸付金) 255,444 181,260 10,176 5,000 186,436 

H17 大曽倉山林 56,763 0 0 0 

H23 菅の台山林 92,767 85,522 5,000 80,522 

H23 中割原原野(2箇所) 24,053 24,053 0 24,053 

H27 清掃センター跡地 13,665 13,665 0 13,665 

R06 職員駐車場(1区画) 23,723 23,723 0 23,723 

R07 職員駐車場(2区画) 34,297 34,297 0 34,297 

R08 職員駐車場(1区画) 10,176 10,176 0 10,176 

289,971 15,462 15,176 290,257 

※見込額

（単位：千円）

令和８年度

合計(現金＋土地分)

区分 取得金額
令和７年度
残高見込

令和８年度
残高見込

※

※
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 用地 款 2 事業費 項 1 事業費 目 1 公共用地取得費 事業 1

主管 財政課

対象 市

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 職員駐車場用地の取得 1区画
R7:2区画取得予定

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 71,000 98,000 27,000

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

職員駐車場用地の取得 1区画

（繰）土地開発基金繰入金 71,000 98,000 27,000

一般財源 0 0

事務事業名 普通財産取得事業

事業の概要

土地開発基金を財源として公共用地の先行取得に備える事業。

意図
（対象をどのようにしたいか）

必要な公共用地の取得。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 公有財産購入費 71,000 98,000 27,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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中沢財産区会計

◆事業の構成（細事業）◆

会計 中沢 款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 財産管理費 事業 1

主管 総務課

対象 市民（使用権は中沢地区の区域に住所を有する者）

８年度 ９年度

目標値 目標値

1
管理委員による区有林の巡視と

管理会の開催
1回 1回

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 1,114 137 △ 977

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

区有林の巡視と管理会の開催 １回

（財）財政調整基金利子 11 35 24

（繰）財政調整基金繰入金 1,103 102 △ 1,001

一般財源 0 0

事務事業名 財産管理事務

事業の概要

中沢財産区管理会を運営し中沢財産区が所有する南入と大洞にある山林の管理事務を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

財産区が所有する森林を目的に応じて適正で効率的に管理し、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮さ
せる。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 管理事務 114 137 23

2 ★
官行造林契約満了に伴い国の持
ち分を立木のまま買い取る費用

1,000 △ 1,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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介護保険特別会計

◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費 事業 1

主管 福祉課

対象 被保険者、事業者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 69,816 89,779 19,963

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

市民懇話会　委員26名

導入事業者見込　15事業所

退職手当等負担金、重層介護保険料分、地域支援事業分

※介護資格取得・就労支援事業へ移行

※介護資格取得・就労支援事業へ移行

（諸）歳計現金利子 10 50 40

（繰）一般会計繰入金 54,254 55,439 1,185

（他）地域支援事業支援交付金 1,707 7,103 5,396

（国）地域支援事業交付金 5,019 5,019

（県）地域支援事業交付金 2,510 2,510

一般財源 13,845 19,658 5,813

事務事業名 一般管理費

事業の概要

介護保険事業運営に係る一般事務を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

介護保険事業の円滑な運営を図る。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 職員５人分 37,521 33,577 △ 3,944

2
上伊那広域連合負担金（情報シ
ステム）

8,471 14,570 6,099

3 介護保険事業計画 698 698

4 ケアプランデータ連携システム 210 210

5 その他事務費（繰出金含む） 21,566 40,724 19,158

6 介護人材確保・育成支援事業 1,920 △ 1,920

7 介護支援専門員等研修費助成 338 △ 338

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債　　　　（他）：その他

介護保険特別会計5



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費 事業 2

主管 福祉課

対象 市民等

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 介護職場体験参加者 10人 10人

2 新規就業者 2人 2人

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 1,859 3,153 1,294

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

体験参加者 10人

テキスト代、講師謝金等

開催数 1回

講師謝金

介護職員初任者研修・実務者研修受講費補助

介護支援専門員１名分
※一般管理費から移行

新規介護支援専門員２名分
※一般管理費から移行

（県）中山間地域サービス確保事業 1,000 △ 1,000

（繰）一般会計繰入金 859 3,153 2,294

一般財源 0 0

事務事業名 介護資格取得・就労支援事業

事業の概要

市内の介護事業所等と協力して、介護のことを知り・学ぶ場をつくる。
介護人材確保を目的に、研修等の費用の助成を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

介護のことを学び、介護就労等への関心を高める。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 介護職場体験の開催 82 82

2
介護福祉士受験対策セミナーの
開催

99 99

3 受講費補助金 666 666

4 拡 介護支援専門員研修費助成 350 350

5 介護人材確保・育成支援事業 1,920 1,920

6 その他事務費 36 36

7 介護職員初任者研修の開催 523 △ 523

8
研修申込・予約管理等運用支援
業務委託

489 △ 489

9

10

11

12

13

14

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計 6



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 1 総務費 項 2 徴収費 目 1 賦課徴収費 事業 1

主管 福祉課

対象 被保険者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 介護保険料収納率 99.20％ 99.22％

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 1,428 1,433 5

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

（使）督促手数料 50 50

（繰）一般会計繰入金 1,378 1,383 5

一般財源 0 0

事務事業名 賦課徴収費

事業の概要

第１号被保険者の介護保険料賦課徴収に係る事務を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

介護保険料の適切な賦課徴収を行う。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 賦課徴収用事務費 1,428 1,433 5

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計7



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 1 総務費 項 3 介護認定費 目 1 介護認定諸費 事業 1

主管 福祉課

対象 被保険者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 25,054 27,911 2,857

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

認定調査員９名

認定件数1350件見込

認定審査会負担金

（繰）一般会計繰入金 25,054 27,911 2,857

一般財源 0 0

事務事業名 介護認定事業

事業の概要

要介護認定をするための認定調査、主治医意見書作成等に係る経費及び介護認定審査会に係る経費の事務
を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

要介護認定調査の平準化を図る。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 会計年度任用職員 12,093 13,309 1,216

2 主治医意見書手数料 6,050 6,325 275

3 上伊那広域連合負担金 6,765 8,131 1,366

4 その他事務 146 146

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計 8



◆事業の一覧◆

会計 介護 款 2 保険給付費 項 1 サービス等諸費

主管 福祉課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

（国）給付費負担金、財政調整交付金 752,564 770,208 17,644

（他）給付費交付金 897,097 918,130 21,033

（県）給付費負担金 493,402 504,970 11,568

（繰）一般会計繰入金 415,322 425,060 9,738

（繰）給付費準備基金繰入金 72,723 86,967 14,244

（繰）低所得者軽減負担金繰入金 17,000 15,750 △ 1,250

（諸）第三者納付 38 38

一般財源 674,434 679,357 4,923

介護給付費に関する事業一覧

目事業 事業名 事業の備考

1 1 サービス給付 3,168,880 3,240,780 71,900

2 1 審査支払手数料 2,700 2,700 単価58円　47,000件見込

3 1 高額介護サービス費 61,000 65,000 4,000 利用見込550人

4 1 特定入所者介護サービス等費 80,000 80,000 利用見込300人

5 1 高額医療合算介護サービス費 10,000 12,000 2,000 利用見込290件

事業の概要

【サービス給付】
　介護サービス等諸費の支出を行う。

【審査支払手数料】
　介護保険法に基づき提供されたサービスの保険給付について、介護保険事業者からの請求の審査・支
払業務を国保連合会に委託し、その件数に応じて手数料を国保連合会に支払う。

【高額介護サービス費】
　要介護の被保険者が介護給付を受けたサービスの１ヶ月の自己負担が、所得等により予め決められた
金額を超えた場合に、その超えた金額を高額介護サービス費として給付する。

【特定入所者介護サービス等費】
　食事・居住費の自己負担化に伴い、所得の低い方には負担限度額を設けて、施設には費用額と負担限
度額との差額を保険給付費として補足給付する。

【高額医療合算介護サービス費】
　世帯内の同一の医療保険の加入者の方については、毎年８月から１年間かかった医療保険と介護保険
の自己負担を合計し、基準額を超えた場合に、その超えた金額を支給する。

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計9



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 1 介護予防・日常生活支援総合事業 目 1 介護予防・生活支援サービス事業 事業 1

主管 福祉課

対象 要支援認定者・事業対象者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1
住民主体によるサービス利用人

数
75人 85人

R5：65人
R6：64人

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 41,188 43,180 1,992

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

利用見込100人

利用見込60人

訪問6地区　通所8地区　利用見込75人

サービスAB養成研修

（国）地域支援事業交付金 10,297 10,795 498

（国）保険者機能強化推進交付金 4,000 3,800 △ 200

（国）保険者努力支援交付金 4,731 4,725 △ 6

（他）地域支援事業支援交付金 11,121 11,659 538

（県）地域支援事業交付金 5,150 5,398 248

（繰）一般会計繰入金 5,150 5,398 248

一般財源 739 1,405 666

事務事業名 介護予防・生活支援サービス事業

事業の概要

要支援者等への介護予防及び生活支援サービス事業を実施する。

意図
（対象をどのようにしたいか）

要支援者等が地域で自立した日常生活を送れるようにする。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 事業者による通所型サービス 27,500 26,700 △ 800

2 事業者による訪問型サービス 10,000 10,000

3 拡
住民主体による通所、訪問サー
ビス

3,228 6,020 2,792

4
住民主体によるサービス従事者
養成

460 460

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債　　　　（他）：その他

介護保険特別会計 10



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 1 介護予防・日常生活支援総合事業 目 1 介護予防・生活支援サービス事業 事業 2

主管 地域保健課

対象 市民

８年度 ９年度

目標値 目標値

1
通所型短期集中予防サービス

（実利用者数）
13人 13人

2
利用者の介護状態の

維持改善率
100% 100%

利用前後の対象者の区
分の変化

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 1,709 1,371 △ 338

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

総合事業対象者ケアマネジメント委託料

実施人数 13人

利用者見込み人数増＋送迎サービスによる増額

（国）地域支援事業交付金 428 656 228

（他）地域支援事業支援交付金 462 371 △ 91

（県）地域支援事業交付金 213 172 △ 41

（繰）一般会計繰入金 213 172 △ 41

一般財源 393 0 △ 393

事務事業名 介護予防・生活支援サービス事業

事業の概要

介護予防ケアマネジメントにより高齢者の介護予防や自立支援に繋がるプランを提供する。
運動器の機能向上を目的としたリハビリ専門職による通所型の短期集中サービスを提供する。

意図
（対象をどのようにしたいか）

介護予防に必要な取り組みを学び、要介護状態にならないようにする。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1
介護予防ケアマネジメント事業
者業務委託

1,209 747 △ 462

2 拡
短期集中予防サービス（通所
型）

500 624 124

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債　　　　（他）：その他

介護保険特別会計11



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 1 介護予防・日常生活支援総合事業 目 2 一般介護予防事業 事業 1

主管 福祉課

対象 虚弱な高齢者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 100 0 △ 100

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

利用見込19日

（分）利用者負担金 10 △ 10

（繰）一般会計繰入金 90 △ 90

一般財源 0 0

事務事業名 一般介護予防事業

事業の概要

高齢者への健康の維持増進のための支援事業を実施する。

意図
（対象をどのようにしたいか）

在宅での生活が困難な虚弱な高齢者を一時的に養護し、家族の負担を軽減するとともに、当該高齢者の
健康増進を図る。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 生活指導短期宿泊事業
※介護特会（一般介護予防事業）へ移行

100 △ 100

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計 12



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 1 介護予防・日常生活支援総合事業 目 2 一般介護予防事業 事業 2

主管 地域保健課

対象 市民、介護予防が必要な高齢者等

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 活動量計登録継続者数 65歳以上の市民 750人

2 脳卒中再発（再入院）率 直近3年間の平均値 5%以下 5%以下

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 18,292 13,865 △ 4,427

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

65歳以上活動量計登録継続者 750人

事務局業務委託、備品・消耗品購入等

脳卒中再発（再入院）率 5％以下

面談指導等業務委託

昭和伊南病院　人事交流職員1名分　人件費

住宅改修評価　実施件数 19件

住宅改修前後　評価委託（昭和伊南総合病院）

プログラム作成実施件数 10件

運動器プログラム作成委託（JOCA）

（国）地域支援事業交付金 6,872 5,553 △ 1,319

（他）地域支援事業支援交付金 3,891 3,122 △ 769

（県）地域支援事業交付金 1,801 1,445 △ 356

（繰）一般会計繰入金 5,680 3,745 △ 1,935

一般財源 48 0 △ 48

事務事業名 一般介護予防事業

事業の概要

活動量計を使って、健康づくりや介護予防への関心を高める。
医療機関やリハビリ専門職等と連携して、個別指導の充実等に取り組む。

意図
（対象をどのようにしたいか）

介護予防に必要な知識や運動等のやり方を学び、要介護状態にならないようにする。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 ★
活動量計を使った健康づくり事
業

10,389 5,764 △ 4,625

2 脳卒中再発予防事業 1,080 1,017 △ 63

3
地域リハビリテーション活動支
援事業

6,635 6,813 178

4 住宅改修評価委託 188 188

5 新 運動器プログラム作成 83 83

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債　　　　（他）：その他

介護保険特別会計13



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 2 包括的支援事業諸費 目 1 包括的支援事業 事業 2

主管 地域保健課

対象 医療機関・介護事業所・市民

８年度 ９年度

目標値 目標値

1
日常の療養支援（要介護３以上

の在宅サービス利用率）
令和６年中間　

51.5％
60％以上

高齢者実態調査

2
看取り

（自宅死の割合）
令和４年度

19.8％
16％以上 16％以上

厚労省統計より

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 4,536 4,790 254

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

協議会開催数／三者懇開催数 ２回／１回

出席報酬、講師謝金、会場使用料

啓発資料作成・増刷

嘱託1名（医療介護連携室　看護師/主任介護支援専門員）

（国）地域支援事業交付金 1,746 1,844 98

（県）地域支援事業交付金 873 922 49

（繰）一般会計繰入金 873 922 49

一般財源 1,044 1,102 58

事務事業名 在宅医療・介護連携推進事業

事業の概要

高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らせるよう、医療・介護の関係機関が連携して、包括的・継続的
な在宅医療と介護を一体的に提供する体制を構築する。

意図
（対象をどのようにしたいか）

在宅療養が必要な状態にあっても地域で暮らし続けられるよう、地域の在宅医療を担う診療所、病院、
介護事業所の連携をもって在宅療養上の課題について協議し、課題解決に向かうことができる。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1
在宅医療・介護連携推進協議会、三
者懇談会、多職種研修の開催

424 416 △ 8

2
医療と介護の連携ツール等の作
成

270 210 △ 60

3 医療介護連携室　事務 30 150 120

4 会計年度任用職員 3,812 4,014 202

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計 14



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 2 包括的支援事業諸費 目 1 包括的支援事業 事業 3

主管 地域保健課

対象 市民

８年度 ９年度

目標値 目標値

1
認知症観に関する調査結果
（前向きな認知症観の割合）

R4年度：13.1% 15%
高齢者実態調査

2 認知症に関する相談窓口の認知度
R4年度

高齢者一般17.6
要介護要支援33.5

高齢者一般18%
要介護要支援34%

高齢者実態調査

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 7,301 7,439 138

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

対応終了者のうち支援につながった者の割合 100%

こころの医療　訪問・チーム員会議委託料

利用回数 18回

認知症施策検討会 2回

出席報酬　4,300円×参加人数

申請者数 50人

保険料＠1,880×50人

サポーター養成人数 450人

社協委託料

印刷製本費・研修費等

（国）地域支援事業交付金 2,770 2,861 91

（県）地域支援事業交付金 1,385 1,430 45

（繰）一般会計繰入金 1,657 1,440 △ 217

一般財源 1,489 1,708 219

事務事業名 認知症総合支援推進事業

事業の概要

認知症の早期診断・早期対応に向けた取組と、地域住民と協働して認知症の理解と、支援のための多様な
活動を進める。

意図
（対象をどのようにしたいか）

認知症になっても希望を持ち、生きがいのある暮らしを続けることができる「共生」の地域づくりが進
む。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1
認知症初期集中支援チームによ
る対応　

406 406

2 認知症サポート医との個別相談 629 360 △ 269

3 認知症施策検討会出席報酬 52 104 52

4 認知症高齢者損害賠償保険 94 94

5
普及啓発・本人発信支援・社会
参加支援等委託

5,853 6,242 389

6 その他事業費 267 233 △ 34

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 2 包括的支援事業諸費 目 2 任意事業 事業 1

主管 福祉課

対象 虚弱な高齢者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 住宅改修等指導評価件数 40件

2 シルバーハウジング入居戸数 19戸

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 17,938 22,799 4,861

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

利用見込40件

単価32円/枚　通知1,700件

システム保守運用支援

利用見込65人

利用見込350人

入居戸数19戸

介護サービス相談員4人

利用見込8,500食

利用見込５人

（国）地域支援事業交付金 6,347 6,719 372

（県）地域支援事業交付金 3,174 3,360 186

（繰）一般会計繰入金 4,626 8,708 4,082

一般財源 3,791 4,012 221

事務事業名 地域支援事業（任意事業）

事業の概要

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続していくことができるよう、介護保険事業の運営の安定化
と被保険者及び要介護認定者を介護する家族等への、地域の実情に応じた支援を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

在宅での生活が困難な虚弱な高齢者を一時的に養護し、家族の負担を軽減するとともに、当該高齢者の
健康増進を図る。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 住宅改修等指導評価委託 495 396 △ 99

2 介護給付費通知 55 55

3 介護給付費適正化支援システム 1,863 1,896 33

4 介護用品券交付事業 1,940 2,528 588

5 おむつ券交付事業 7,560 8,820 1,260

6
シルバーハウジング生活援助員
派遣事業

2,094 2,094

7 介護サービス相談員派遣事業 913 686 △ 227

8 拡 配食サービス事業 1,452 2,823 1,371

9 拡 成年後見制度利用支援事業 1,328 3,486 2,158

10 その他事務 238 15 △ 223

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計 16



◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 5 地域支援事業 項 2 包括的支援事業諸費 目 2 任意事業 事業 2

主管 福祉課

対象 家族介護に不安のある市民等

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 入門的研修参加者 35人

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 632 310 △ 322

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

入門的研修参加者 35人

テキスト代、研修委託等

（国）地域支援事業交付金 244 110 △ 134

（県）地域支援事業交付金 122 55 △ 67

（繰）一般会計繰入金 122 78 △ 44

一般財源 144 67 △ 77

事務事業名 介護教室事業

事業の概要

市内の事業所等と協力して、介護のことを知り・学ぶ場をつくる。

意図
（対象をどのようにしたいか）

介護のことを知り、学ぶ場に参加することで、在宅介護等の不安軽減につなげる。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 入門的研修の開催 632 310 △ 322

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 介護 款 6 基金積立金 項 1 基金積立金 目 1 給付準備基金積立金 事業 1

主管 福祉課

対象

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 50 658 608

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

利子分

（財）基金利子 50 658 608

一般財源 0 0

事務事業名 基金積立金

事業の概要

介護保険事業の財政運営期間中の余剰金及び基金利子の介護給付費準備基金への積立金。

意図
（対象をどのようにしたいか）

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 介護給付準備基金積立 50 658 608

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

介護保険特別会計 18



◆事業の一覧◆

会計 介護 款 8 諸支出金 項 1 償還金及び還付加算金

主管 福祉課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

一般財源 1,411 1,411

償還金及び還付加算金に関する事業一覧

目事業 事業名 事業の備考

1 1 第１号保険料還付金 800 800

2 1
介護給付費交付金過年度分返還
金

1 1

4 1 第１号保険料還付加算金 10 10

5 1 高額介護サービス費貸付金 600 600

特
定
財
源
の
内
容

事業の概要

【第１号保険料還付金】
　過年度の第１号保険料が、所得更生等により変更があり、保険料の段階区分が低くなった場合、前年
度に徴収した保険料と確定額との差額を返還する。

【介護給付費交付金過年度分返還金】
　前年度決算により確定した国及び支払基金からの負担分が超過した場合、確定額との差額を返還す
る。

【第１号保険料還付加算金】
　第１号被保険者保険料の還付加算金。

【高額介護サービス費貸付金】
　高額介護サービス費等を一時的に支払うことが困難な者に対して、市が貸し付けを行う。

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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国民健康保険特別会計

◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費 事業 1

主管 市民課

対象 国保事務職員、事業者等

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 54,906 57,481 2,575

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

正規職員6名分

通年1名、日々雇用(封入作業) 3名分

法改正対応347千円を含む

マイナ保険証普及による減

郵送料 1,560千円

（県）特別交付金（国特別調整交付金） 200 100 △ 100

（繰）一般会計（事務費繰入金） 54,300 56,032 1,732

一般財源 406 1,349 943

事務事業名 一般管理事務

事業の概要

国民健康保険の運営に要する人件費及び事務費の支出を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

国民健康保険制度運営の適正な管理のため必要とする費用。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 職員人件費 38,833 41,204 2,371

2 会計年度任用職員 386 1,426 1,040

3 退職手当繰出金 3,078 3,263 185

4
県国保連合会電算処理等
手数料

3,229 3,161 △ 68

5
国保ラインシステム保守管理
委託料

231 589 358

6
県国保連資格確認書作成等
委託料

954 550 △ 404

7
事務消耗品、郵送料、使用料
国保中央会運営負担金等

4,923 3,020 △ 1,903

8 上伊那広域連合負担金 3,272 4,268 996

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 2 連合会負担金 事業 1

主管 市民課

対象 長野県国民健康保険団体連合会

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 1,045 1,020 △ 25

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

被保険者数見込による（R8年1月）

医療費見込による（R7年3月～R8年2月）

（繰）一般会計（事務費繰入金） 1,045 1,020 △ 25

一般財源 0 0

事務事業名 県国保連合会負担金事務

事業の概要

長野県国民健康保険団体連合会への負担金を支出する。

意図
（対象をどのようにしたいか）

国保等の診療報酬審査機関である県国保連合会に負担金を納付し、その経営を安定化させ、市町村にて
対応できない診療報酬請求書に係る各種事務処理を委託する。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 平等割 112 112

2 被保険者割 599 562 △ 37

3 事業割 334 346 12

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 1 総務費 項 2 徴税費 目 1 賦課徴収費 事業 1

主管 税務課

対象 国民健康保険被保険者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 徴収率（国保税）
債権管理対策

本部会議目標値
93.15% 93.17%

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 5,292 6,298 1,006

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

（使）国民健康保険税督促手数料 150 150

（諸）国民健康保険税延滞金 810 810

一般財源 4,332 5,338 1,006

事務事業名 賦課徴収事務

事業の概要

国民健康保険税の賦課及び徴収に係る事務を行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

適正な賦課徴収を行うための事務を行う。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 口座振替手数料外 1,313 1,463 150

2 上伊那広域連合負担金 3,344 4,268 924

3
長野県地方税滞納整理機構負担
金

635 567 △ 68

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 1 総務費 項 3 運営協議会費 目 1 運営協議会費 事業 1

主管 市民課

対象 駒ヶ根市国民健康保険運営協議会委員

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 219 156 △ 63

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

4回分　※委員任期：R7年7月～R10年6月（3年）

（繰）一般会計（事務費繰入金） 219 156 △ 63

一般財源 0 0

事務事業名 運営協議会事務

事業の概要

国民健康保険運営協議会の活動に要する費用。

意図
（対象をどのようにしたいか）

円滑な協議会運営のため。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 委員報酬 219 156 △ 63

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の一覧◆

会計 国保 款 2 保険給付費 項 - -

主管 市民課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

（県）普通交付金 1,887,528 2,040,689 153,161

一般財源 0 0

保険給付費に関する事業一覧（普通交付金対象分）

目事業 事業名 事業の備考

　項１　療養諸費

1 1 一般被保険者療養給付事業 1,623,443 1,721,240 97,797 医療の高度化や診療報酬改定等の影響

3 1 一般被保険者療養費支給事業 15,934 15,140 △ 794

5 1
県国保連合会審査支払手数料
事務

5,840 5,889 49

6 1 一般被保険者移送費給付事業 100 100

　項２　高額療養費

1 1
一般被保険者高額療養費支給事
務

241,911 298,020 56,109 一人当たり医療費増加等の影響

3 1
一般被保険者高額介護合算療養
費支給事業

300 300

特
定
財
源
の
内
容

事業の概要

【一般被保険者療養給付事業】
　一般被保険者にかかった医療費のうち、保険者負担分を県国保連合会を通じて医療機関に支払うも
の。
【一般被保険者療養費支給事業】
　一般被保険者にかかった医療費のうち、現金給付分（7～8割）を柔道整復師等又は本人に支払うも
の。
【県国保連合会審査支払手数料事務】
　県国保連合会へのレセプト審査、医療給付費支払手数料等を支払うもの。
【一般被保険者移送費給付事業】
　医師の指示により、緊急に転院した場合等の移送費を支給するもの。
【一般被保険者高額療養費支給事務】
　医療費の自己負担額が高額になったとき、世帯の所得区分に応じて限度額を超えた分を支給するも
の。
【一般被保険者高額介護合算療養費支給事業】
　医療費の自己負担額が高額になった世帯で、介護保険受給者がいる場合、国民健康保険と介護保険の
各限度額適用後に合算して限度額を超えた分を支給するもの。

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の一覧◆

会計 国保 款 2 保険給付費 項 - -

主管 市民課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

（県）特別交付金（県繰入金2号分） 5,000 2,004 △ 2,996

一般財源 5,250 6,496 1,246

保険給付費に関する事業一覧（普通交付金対象外分）

目事業 事業名 事業の備考

　項３　出産育児諸費

2 1 出産育児一時金給付事業 7,500 6,000 △ 1,500 1件50万円×12件

　項４　葬祭諸費

1 1 葬祭費給付事業 2,750 2,500 △ 250 1件5万円×50件

特
定
財
源
の
内
容

事業の概要

【出産育児一時金給付事業】
一児につき50万円（うち産科医療保障制度1.2万円）を支給するもの。

【葬祭費給付事業】
死亡した被保険者１人につき５万円を支給するもの。

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の一覧◆

会計 国保 款 3 国民健康保険事業費納付金 項 - -

主管 市民課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

（県）特別交付金 19,310 13,401 △ 5,909

（繰）保険基盤安定事業繰入金 123,174 129,534 6,360

（繰）財政安定化支援事業繰入金 8,234 8,234

（諸）一般被保険者第三者納付金 2,000 2,000

一般財源 512,717 511,575 △ 1,142

納付金納付に関する事業一覧

目事業 事業名 事業の備考

　項１　医療給付費分

1 1
一般被保険者
医療給付費納付事業

423,603 422,088 △ 1,515 県通知（速報値）

　項２　後期高齢者支援金等分

1 1
一般被保険者
後期高齢者支援金等納付事業

180,107 181,824 1,717 県通知（速報値）

　項３　介護納付金分

1 1 介護納付金納付事業 61,725 60,832 △ 893 県通知（速報値）

特
定
財
源
の
内
容

事業の概要

【一般被保険者医療給付費納付事業】
　市が支払う保険給付費（医療費分）の全額を県が市に交付するための財源として納付するもの。

【一般被保険者後期高齢者支援金等納付事業】
　後期高齢者医療保険の保険給付の4/10を占める支援金であり、世代間で支え合う持続可能な医療制度
の構築に寄与するもの。

【介護納付金納付事業】
　介護保険第２号被保険者が医療保険から徴収される保険料を社会保険診療報酬支払基金に納付するこ
とで、介護給付費の財源の一部に充てられるもの。

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 6 保健事業費 項 1 特定健康診査等事業費 目 1 特定健康診査等事業費 事業 1

主管 地域保健課

対象 国民健康保険被保険者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 特定健診受診率 46% 47%

2 特定保健指導利用率（終了率） 55% 56%

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 28,597 28,664 67

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

対象者への受診勧奨 100%

特定保健指導初回実施率 80%

嘱託2名、臨時2名他

庁用通信運搬費等

（県）調整交付金 9,000 9,000

（県）特定健康診査等負担金 8,606 6,822 △ 1,784

（緒）雑入（特定健康診査等負担金） 255 240 △ 15

一般財源 10,736 12,602 1,866

事務事業名 特定健康診査等事業

事業の概要

40～74歳の国保被保険者を対象に特定健診及び特定保健指導を実施する。生活習慣病重症化予防のための
保健指導強化、特定健診や特定保健指導率向上のための取組みを実施する。

意図
（対象をどのようにしたいか）

健診を実施し、対象者の持つリスクに応じた個別性のある保健指導を行うことで生活習慣病予防につな
げる。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 特定健康診査 15,396 14,632 △ 764

2 特定保健指導 113 135 22

3
会計年度任用職員
（保健師、管理栄養士、事務）

9,170 9,979 809

4 その他事務 3,918 3,918

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 6 保健事業費 項 2 保健事業費 目 1 保健衛生普及費 事業 1

主管 市民課

対象 被保険者、事業者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 マイナ保険証利用率 50％以上 60％以上

2 後発医薬品の使用割合
各年代

数量ベース
80％以上 80％以上

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 3,390 2,913 △ 477

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

通知作成等を県国保連合会に依頼

講師謝礼

（県）特別交付金 1,266 1,429 163

（繰）一般会計（事務費繰入金） 2,124 1,484 △ 640

一般財源 0 0

事務事業名 保健衛生普及事業

事業の概要

国民健康保険事業（保険料納付や医療費適正化等）の啓発を図るための事業。

意図
（対象をどのようにしたいか）

マイナ保険証の利用促進、医療費通知や後発医薬品利用差額通知、エイズ教育等による医療費適正への
関心を高めるもの。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1
医療費通知、後発医薬品利用差
額通知作成手数料

682 572 △ 110

2
医療費通知等郵送料
事務消耗品等

1,665 1,666 1

3 啓発パンフレット 488 256 △ 232

4 診療報酬明細書等点検業務 55 59 4

5 エイズ教育講演会 500 360 △ 140

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 6 保健事業費 項 2 保健事業費 目 2 疾病予防費 事業 1

主管 地域保健課

対象 国民健康保険被保険者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 若年者健診受診率 13.0% 13.5%

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 9,366 9,260 △ 106

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

受診勧奨 2回

人間ドック補助対象者 430人

一般財源 9,366 9,260 △ 106

事務事業名 疾病予防事業

事業の概要

若年者健診や人間ドックの補助を行い、疾病の早期発見・早期治療の推進を図る。

意図
（対象をどのようにしたいか）

健診を実施し、対象者の持つリスクに応じた個別性のある保健指導を行うことで生活習慣病予防につな
げる。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 若年者健診 559 653 94

2 人間ドック補助 8,807 8,607 △ 200

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 国保 款 7 基金積立金 項 1 基金積立金 目 1 基金積立金 事業 1

主管 市民課

対象 国民健康保険特別会計

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 708 965 257

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

（財）国民健康保険事業基金利子 708 965 257

一般財源 0 0

事務事業名 基金積立事業

事業の概要

年度間の財源調整等によって、国民健康保健事業の健全な財政運営を図るもの。

意図
（対象をどのようにしたいか）

国保特別会計における決算補填、国保税の激変緩和措置等の対応に備え、積み立てるもの。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 基金積立 708 965 257

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の一覧◆

会計 国保 款 9 諸支出金 項 1 償還金及び還付加算金

主管 税務課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

一般財源 2,115 4,115 2,000

保険税還付に関する事業一覧

目事業 事業名 事業の備考

1 1 一般被保険者保険税還付事務 2,000 4,000 2,000

2 1 退職被保険者等保険税還付事務 10 10

4 1 一般被保険者還付加算事務 100 100

5 1 退職被保険者等還付加算事務 5 5

特
定
財
源
の
内
容

事業の概要

国民健康保険税の過年度分の還付及び還付に伴う加算金を支出する。

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の一覧◆

会計 国保 款 9 諸支出金 項 1 償還金及び還付加算金

主管 市民課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

（諸）一般被保険者第三者納付金 50 △ 50

一般財源 1 1

交付金等の返還に関する事業一覧

目事業 事業名 事業の備考

9 1 指定公費負担医療費返還事務 50

10 1 保険給付費等交付金償還事務 1 1 前年度の精算

特
定
財
源
の
内
容

事業の概要

【指定公費負担医療費返還事務】
　徴収金等に含まれる指定公費分を、国民健康保険団体連合会を介して国庫へ返還するもの。

【保険給付費等交付金償還事務】
　保険給付費等普通交付金の清算に伴い、県に返還金を支払うもの。

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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後期高齢者医療特別会計

◆事業の構成（細事業）◆

会計 後期 款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費 事業 1

主管 市民課

対象 後期高齢者事務職員、事業者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 3,483 4,478 995

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

（繰）一般会計（事務費繰入金） 3,483 4,478 995

一般財源 0 0

事務事業名 一般管理事務

事業の概要

後期高齢者医療保険事業の運営に要する事務費の支出を行うもの。

意図
（対象をどのようにしたいか）

後期高齢者医療保険制度運営の適正な管理のため必要とする費用。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1
事務消耗品
端末リース料等使用料

211 210 △ 1

2 上伊那広域連合負担金 3,272 4,268 996

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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◆事業の構成（細事業）◆

会計 後期 款 1 総務費 項 2 徴収費 目 1 徴収費 事業 1

主管 市民課

対象 被保険者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 337 374 37

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

事務標準化に伴う保険料通知等の仕様変更

（繰）一般会計（事務費繰入金） 307 344 37

（使）督促手数料 30 30

一般財源 0 0

事務事業名 徴収事務

事業の概要

後期高齢者医療保険料の賦課徴収に係る事務を行うもの。

意図
（対象をどのようにしたいか）

給付と負担の関係を崩すことのないよう、被保険者から公平に保険料を徴収するもの。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1
事務消耗品
保険料通知等発送用封筒印刷

100 137 37

2 公金取扱手数料 237 237

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

後期高齢者医療特別会計 34



◆事業の構成（細事業）◆

会計 後期 款 2 後期高齢者医療広域連合納付金 項 1 後期高齢者医療広域連合納付金 目 1 後期高齢者医療広域連合納付金 事業 1

主管 市民課

対象 長野県後期高齢者医療広域連合

８年度 ９年度

目標値 目標値

1

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 540,176 597,949 57,773

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

（繰）一般会計繰入金（保険基盤安定分） 99,753 110,699 10,946

（諸）延滞金 50 50

（他）繰越金 1 1

一般財源 440,372 487,199 46,827

事務事業名 後期高齢者医療広域連合納付事務

事業の概要

後期高齢者医療保険料を後期高齢者医療広域連合へ納付するもの。

意図
（対象をどのようにしたいか）

長野県後期高齢者医療広域連合へ徴収した保険料を納付し、保険給付の財源とするもの。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 保険料納付金 440,423 487,250 46,827

2 保険基盤安定納付金 99,753 110,699 10,946

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債　　　　（他）その他
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◆事業の一覧◆

会計 後期 款 3 諸支出金 項 1 償還金及び還付加算金

主管 市民課

予算額（千円）

７年度 ８年度 前年度比

（諸）後期高齢者医療保険料還付金 2,000 1,500 △ 500

（諸）後期高齢者医療保険料還付加算金 50 50

一般財源 0 0

保険料還付に関する事業一覧

目事業 事業名 事業の備考

1 1 保険料還付事務 2,000 1,500 △ 500
R元年度～6年度間の最高還付額
R4年度：1,372千円

2 1 還付加算金支払事務 50 50

特
定
財
源
の
内
容

事業の概要

後期高齢者医療保険料の過年度分の還付及び（還付額・期間に応じた）還付加算金を支出するもの。

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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駒ヶ根高原別荘地特別会計

◆事業の構成（細事業）◆

会計 別荘 款 1 経営管理費 項 1 管理費 目 1 管理費 事業 1

主管 商工観光課

対象 別荘地利用者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 新規契約者数 1件 1件

2

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 3,399 3,402 3

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

新規契約者数 1件

（負）新規契約者施設負担金 1,000 1,000

（財）土地貸付収入 390 390

（財）立木売払収入 300 300

一般財源 1,709 1,712 3

事務事業名 総務管理事務

事業の概要

駒ヶ根高原及び市の活性化を図るため、地権者との調整を行いながら別荘地の管理と貸付けを行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

多くの別荘地利用者がおり、賑わいがある。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 別荘地ほか賃借料 2,799 2,802 3

2 立木代（解約２件分） 600 600

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債

駒ヶ根高原別荘地特別会計37



◆事業の構成（細事業）◆

会計 別荘 款 2 事業費 項 1 事業費 目 1 事業費 事業 1

主管 商工観光課

対象 別荘地利用者

８年度 ９年度

目標値 目標値

1 除雪回数 6回 6回

2 森林整備回数 1回 1回

3

７年度 ８年度 前年度比

予算額の合計（千円） 14,415 14,507 92

当初予算額（千円） 指標 目標値

７年度 ８年度 前年度比 事務・事業・費用の備考

１名→２名

除雪回数 6回

森林整備回数 1回

（使）別荘地使用料 11,650 11,650

（諸）別荘地ごみ袋収入 1 1

一般財源 2,764 2,856 92

事務事業名 別荘地整備事業

事業の概要

別荘地利用者の利便性の確保と別荘地全体の保全のため、地域内の道路、水路、立木の整備や冬季の除雪
など、別荘地に必要な維持、修繕などを行う。

意図
（対象をどのようにしたいか）

別荘地において、利用者が快適に過ごすことができる。

No. 事業指標 指標の算式 備考

枝
番
号

3
カ
年
対
象

新
規
・
拡
充

事務・事業・費用名

1 拡 会計年度任用職員 1,006 2,126 1,120

2 別荘地維持管理

3 　除雪委託 2,000 2,000

4
　森林整備
　（間伐、枝下し等）

2,500 2,000 △ 500

5 市区画表示看板設置 500 500

6 別荘地施設整備工事 1,617 1,080 △ 537

7 公共下水道受益者負担金 4,485 △ 4,485

8 立木伐採等補助金 500 500

9 新 別荘地倒木防止対策事業 3,840 3,840

10 その他管理運営費 2,307 2,461 154

11

12

13

14

15

特
定
財
源
の
内
容

【特定財源の略称】

（分）：分担金及び負担金

（使）：使用料及び手数料

（国）：国庫支出金　　　（県）：県支出金

（財）：財産収入　　　（寄）：寄付金

（繰）：繰入金　　　　（諸）：諸収入

（債）：市債
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